
出資法人等経営評価書（公益法人会計用） 整理番号 12 　　
　

　 平成24年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 768,274 100.0%

2

3

4

5

その他

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成21年度平成22年度 23

1,437,871 1,620,367 2,389,980

93.8% 92.9% 93.6%

5,000 5,000 5,000

0.3% 0.3% 0.2%

0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%

90,133 118,472 158,477

5.9% 6.8% 6.2%

全体事業 1,533,004 1,743,839 2,553,457

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

財団法人茨城県環境保全事業団

［法人の概要］

財団法人茨城県環境保全事業団

全体事業に占める割合

事業１

１　一般廃棄物処理事業（溶融又は埋立）
２　産業廃棄物処理事業（溶融又は埋立）

全体事業に占める割合

所　　   在   　　地

資本金（基本財産）

笠間市福田１６５番１

　当事業団は，循環型社会の形成に向けた廃棄物の適正な処理を推進するため，国から廃棄物処理センターの指定を受け
た公共関与の処分場として「エコフロンティアかさま」を運営し，安全の確保を最重点に一般廃棄物，産業廃棄物の溶融処理
と埋立処理を行っております。
　特に，溶融処理の際に発生する高温の排ガスを利用した高効率発電（サーマルリサイクル），溶融後に発生するスラグの活
用やメタルの売却（マテリアルリサイクル）を行い，資源のリサイクルに取り組んでおります。
　経営的には，平成23年に日本初の”レベニュー信託”により民間から長期資金を調達したことや，長年の地道な営業活動等
により処分場始まって以来の黒字となっております。
　今後は更なる経営安定のため，地元地区住民の方々の理解を得ながらコンプライアンスを遵守し，受入廃棄物の確保及び
東北震災がれきを積極的に受け入れ，経費の削減を推進し，一層の健全経営を目指してまいります。
　また，産業廃棄物の不法投棄の防止など，適正な処理の推進を図るため関係機関に対し支援していくなど，今後とも，本県
の資源循環型社会の形成に向けて，安全かつ快適な生活環境づくりに貢献してまいります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２５年２月　　理事長　市毛　優

出資比率

内　　　　　　　　　　　　容

廃棄物処理事業

　笠間市福田地区の振興を図るため、笠間市の「福
田地区地域振興整備基金」に拠出している。

環境調査等助成事
業

全体事業に占める割合

理事長　　市毛　優（常勤）

ホームページＵＲＬ

生活環境部廃棄物対策課

０２９６－７０－２５１１

eco-frontier.kasama@ef-kasama.or.ｊｐ

事　　　業　　　名

茨城県

代　　表　　者　　名

主　　な
出資者

　廃棄物の適正処理を促進するために，廃棄物の最終処分場の安定的確保を図るとともに，廃棄物に
よる環境汚染の防止対策等の支援を行い，もって本県の産業活動の健全な発展と県土の環境保全に
寄与することを目的とする。

指定管理者

事業２

事業３

その他
事　業

http://www.ef-kasama.or.jp

全体事業に占める割合

全体割合

事業1～3以外

　産業廃棄物の不法投棄の防止など、適正な処理
の推進を図るため、市町村等に対し助成を行う。

768,274 平成5年2月17日

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

年度平成
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公益法人会計用

[経営状況] 財団法人茨城県環境保全事業団 (単位：千円）　
増減数

1,662,813
1,609,813

基本財産運用益 △ 950
事業収益 1,612,959
受取補助金等 0
その他収益 △ 2,196

53,000
953,239
953,239

事業費 953,348
管理費 △ 109

うち役員人件費 4,446
うち職員人件費 △ 2,328

0
709,574
△ 950
△ 950

0
817,987
842,935
980,658

△ 137,723

24,948
△ 3,894,191

△ 300,000

3,919,139
△ 629,979

817,987
0

補助金 0
委託料 0

△ 4,800,000

その他（分担金・負担金・出捐金等） 0
合　　　計 △ 4,800,000

財政的関与の割合（％） 0.0
△ 9,054,479

△ 20,000

合　　　計 △ 9,074,479

増減P
△ 3.9
△ 0.0
△ 1.9

0.0
125.4
△ 8.1

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 2 1 0 2 0 1 2 1 1 0
非常勤理事・監事 12 3 1 11 2 1 11 2 1 0

計 14 4 1 13 2 2 13 3 2 0
管理職 3 2 1 3 2 1 3 1 1 0
一般職 5 4 0 6 3 0 7 3 0 1
嘱託・臨時職員等 8 6 7 1

計 16 6 1 15 5 1 17 4 1 2
プロパー職員平均勤続年数

1.4 年

千円

千円

当期常勤職員の年齢構成

役員

　

自己収入／事業活動収入

流動資産／流動負債　

職員

借入金比率

７月１日現在の人数

自己収入比率

借入金残高／負債・正味財産合計

固定負債

貸
借
対
照
表

基本財産充当額
正味財産合計

流動資産
固定資産

負債合計

正
味
財
産
増
減
計
算
書

借入金残高（期末）

主要経営指標

県
財
政
関
与
状
況

算式

うち長期借入金

うち短期借入金

資産合計

指定正味財産減少額
指定正味財産増減額

平成22年

0

99.9%
6.7%

15,086,817

管理費比率
人件費／事業活動支出人件費比率

収益事業比率

～20代

貸付金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

収益事業費／当期支出合計

管理費／当期支出合計

77.7%

0.1%
26.0%

15,086,817

615

67.4%

1,565

10

30代

0 1 4 5

40代

4,656,021

2,630,394
2,600,394

平成22年度

歳47.8

2,976,999

50代～ 合計 平均年齢

14,591,973

11,086,817

13,608,958

一般正味財産増加額

19,257,549

一般正味財産減少額
経常外収益

経常収益

2,360
2,360

区　　　　　　分

615

25.6%

15.4%

14,616,921

平成21年度

3,400,000

4,284,628
4,000,000 300,000

100.0%
17.0%

平成23年度
29.5%

平成21年度

流動比率 142.5%

平成23年度
4,758,119
4,658,119

2,771,844

0
2,597,604

9,966

増減数

平成22年度

0.1%
4.3%

平成24年平成23年

2,360

経常費用

指定正味財産増加額
一般正味財産増減額

経常外費用

2,781,810
2,781,810

430

△ 151,416

30,000

9,894
11,407

0
91,457

流動負債

108,413

10,209

3,822,641

660,049

15,711,095

4,640,628

1,310,818

615
1,565

0
正味財産期末残高

0

3,822,641

5,205,009

18,414,614

3,940,132

14,655

0

1,565

94,064

3,940,132
2,986,893
2,986,893

817,987
0

18,765,274

3,930,347
9,785

96,392

3,095,306

3,043,062
0

3,679

3,048,306

100,00047,000

0
1,483

12,978,979

1,867,753
17,389,796

4,640,628
0

0
13,306,103

19,425,323
3,714,228

0

887,095
17,527,519

9,386,964
13,608,958

0
3,714,228

11,426,467

0
0

0
0

0
0

5,500,000
0

4,534,479

0.00%
5,500,000

9,054,479
4,554,479

0.00%
700,000

0

収益増・修繕費の増

プロパー職員の増

0.00%
3,400,000

00

4,534,479

700,000

現金預金の増

0

75.5%

0.1%
6.1%

99.9%

増減理由

廃棄物処理量の増

維持管理積立金の増

未払金(レベニュー信託支払）の増

レベニュー信託（借入金）の増

レベニュー信託借入及び売上増に伴う返済額の増

損失補償関連の全額返済

レベニュー信託（借入金）への借換

プロパー職員の増

常勤役員平均報酬(年額)

増減理由

備　考

6,392.5

業務増による臨時職員の増

プロパー職員平均給与(年額)
4,132.8

2



　

　

　

 

財務健全性

《評価の視点》

　事業運営に伴うラ
ンニングコストから
消耗品に至るまで，
事業管理費の節減に
努めるなど，経費を
抑え経常利益の増加
を図っている。

「エコフロンティアか
さま」は，レベニュー
信託の導入により借入
金の返済額の平準化を
図り，新規排出元の確
保やアスベストを含む
廃棄物の受入などを積
極的に進め，事業収益
の安定化を図ってい
く。

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

財務健全性効率性
　理事会の議決を経
て，事業の基本方針，
事業計画，事業実施に
伴う数値目標等を設定
し，それを役職員に周
知徹底を図っている。
　また，適正な運営に
向け，中長期計画（収
支シュミレーション
等）を策定し，計画的
な経営管理を進めてい
く。

　経営方針，財政状
況等に即した職員の
配置や，業務によっ
ては職員を兼務させ
るなど人員の抑制を
図っている。
　さらに，施設の維
持管理等できる限り
外部委託するなど，
専門性を高めるとと
もに効率的な運営を
図っている。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

70.0%

80.0%

75.0%

65.0%

90.0%

76.0%

公益法人会計用
財団法人茨城県環境保全事業団

警　戒　指　標

合計

20

20

2013

財務健全性 10

14 20

評点

15

満点

18

8

評価項目数 得点率

20

今後の事業展開の方向

○一般会計事業
　　産業廃棄物の不法投棄の防止など，適正な処理の推進を図るため，基本財産の
  運用益の範囲内において，引き続き市町村等に対し支援していく。
○エコフロンティアかさま特別会計事業
　　公共関与の処分場「エコフロンティアかさま」は，市町村や企業の経済活動か
  ら生じる安定的な廃棄物の新規開拓やアスベスト等の受入など，全所体制のもと
  積極的な営業活動により収入増に努めるとともに，低価格廃棄物の受入単価の
  アップにより収益性を高めるなどして，継続的な経営の安定化を図っていく。
　　また，国及び地方公共団体が行う施策に協力すると共に，東日本大震災等の災
　害，緊急時における廃棄物を積極的に受け入れて適正処理を図るとともに，廃棄
　物処理センターの指定を受けているモデル処分場として，適正な運営管理を行っ
  ていく。

100

16

49 76

9

11

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性
　「エコフロンティア
かさま」は，公共関与
による産業廃棄物処理
施設として，建設した
ものである。
　当施設は，国から
「廃棄物処理セン
ター」の指定を受け，
平成１７年８月に開業
したが，今後とも民間
施設のモデルとなるべ
く安全性を最重点にそ
の目的が達成されるよ
う，適正な廃棄物の受
入及び処理を進めてい
く。

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

計画性

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

H24目標値

［経営目標］

目的適合性

100.0% 30,000

計画性 組織運営健全性
　長期資金の導入によ
り，年返済額の平準化
が図られたことから，
今後は，自立的で安定
した施設運営が見込ま
れる。

達成度(%)H21実績

効率性

法人担当課の意見

　平成２２年度・２３年度の２カ年連続で黒字化が図られたものの，県内廃棄物量
はごみの減量化やリサイクル技術の進展などにより減少傾向にあることから，引き
続き積極的な営業活動を行い，市町村の焼却灰など安定的な搬入が見込まれる廃棄
物の確保に努める必要がある。
　また，東日本大震災や平成２４年５月の竜巻被害に係る県内市町村の災害廃棄物
処理事業についても，積極的に支援していく必要がある。

財務健全性
　東日本大震災に係る
県内市町村からの災害
廃棄物の積極的な受入
を行い，公共処分場と
しての役割を果たして
いると言える。

　事業計画，収支計画
ともに，現状を踏まえ
た適正なものと評価で
きる。

　プロパー職員の採
用に当たって，実務
経験のある嘱託職員
を採用するなど，職
員数を抑えており，
組織運営上最小限の
規模と評価できる。

　事業管理経費（外
注委託費など）の節
減に努めるなど，経
常利益の増加を図っ
ている。

36,450

H23実績

経
営
目
標 99.9

188,223

指　　標　　名 23

平均目標達成度

区分 H22実績

32,477 32,00028,035

単位

事
業
成
果 152000216,449

10099.9 100 100 100.0%

100.0% 76.576.5

総合的所見等
に係る対応

　平成２２年より営業体制を強化し，新規取引事業者の開拓及び県内外の廃棄物受
入範囲を拡大したことにより，大幅な収益増につながっている。
　今後より一層，営業活動を推進するとともにコンプライアンスを遵守し，既存顧
客及び新規顧客の確保を図り，安定的に廃棄物受入を行うことにより，更なる売上
げの増加，経営安定化を進めていくとともに，レベニュー信託及び県長期借入金の
計画的な償還を行うよう指導していく。

効率性 財務健全性取組みを強化すべき視点 目的適合性

総合的所見等

　廃棄物処理事業収入の大幅増(対前年１，６１０百万円，５３パーセント)によ
り，正味財産増加額は８１８百万円と好調であった。
　平成２３年度に日本初のレベニュー信託で１００億円を調達したことにより，計
画的な資金繰りが確保された。また，県からの長期借入金の残高は，年度末で
４，５３４百万円となった。引き続き，計画的な償還に努められたい。
　今後も廃棄物の安定的な確保を図り，売上げの増加に努められたい。

組織運営健全性

100.0%

トン廃棄物溶融処理

トン

自己収入比率

資産から借入金を除いた
比率

%

100.0%106,000131,005

計画性

93.3 94.4

廃棄物埋立処理

事業支出から人件費を除
いた比率

22.3

149,389

24

効
率
性 % 94

%

172,989

95.7

職員1人当たりの営業収
入

千円 176,671

健
全
性

240,063184,572 100.0%

94.3100.0%

22

改善の余地あり概ね良好 緊急の改善措置が必要改善措置が必要

H 目標値
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